
74.4

て
い
る
【
図
表
3
③
】。
少
子
化
に
よ

る
著
し
い
学
級
数
の
減
少
は
全
国
的
な

課
題
で
【
図
表
4
】、
教
育
環
境
の
悪

化
が
危
惧
さ
れ
て
い
る
。
富
山
県
は
再

編
・
統
廃
合
を
経
て
学
級
数
を
一
時
回

復
さ
せ
た
が
、
再
び
減
少
し
て
い
く
見

込
み
だ
【
図
表
3
④
】。

　公
立
校
の
不
人
気
を
招
く
理
由
と
さ

れ
て
い
る
の
が
、「
高
校
無
償
化
政
策
」

だ
【
図
表
5
】。
実
際
に
、
大
阪
府
で

は
私
立
高
校
入
学
者
の
7
割
以
上
が
、

進
学
に
無
償
化
政
策
が
影
響
し
た
と
回

答
し
て
い
る
【
図
表
6
】。
高
校
関
係

者
に
は
、
無
償
化
政
策
は
「
教
員
の
な

り
手
不
足
な
ど
公
教
育
の
リ
ソ
ー
ス
が

限
ら
れ
て
い
く
中
で
、
高
校
教
育
を
私

立
に
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
す
る
意
味
合

い
も
あ
る
の
で
は
」
と
捉
え
る
向
き
も

あ
っ
た
。
な
お
、
大
阪
府
の
私
立
入
学

者
向
け
調
査
で
は
、
通
学
の
便
と
希
望

学
科
、
コ
ー
ス
が
あ
る
こ
と
が
決
定
的

な
志
望
理
由
の
ト
ッ
プ
だ
【
図
表
7
】。

　公
立
高
校
の
再
編
・
統
合
は
今
後
も

加
速
す
る
。
一
方
で
、
従
来
、
画
一
的

だ
っ
た
公
立
高
校
の
教
育
は
特
色
化

し
、
ユ
ニ
ー
ク
な
学
科
や
コ
ー
ス
を
設

け
る
高
校
も
出
て
い
る
【
図
表
８
】。

こ
れ
ま
で
入
学
者
が
多
か
っ
た
高
校

が
、
統
合
に
よ
り
生
徒
が
多
様
化
し
た

り
、
逆
に
縁
の
薄
か
っ
た
高
校
が
教
育

改
革
で
自
学
に
合
う
生
徒
を
育
て
て
い

た
り
す
る
場
合
も
あ
る
。
常
に
ア
タ
ッ

ク
す
る
高
校
は
見
直
す
べ
き
だ
ろ
う
。

　2
0
2
0
年
時
点
に
お
け
る
高
等
学

校
へ
の
進
学
率
は
約
99
％
。
ほ
ぼ
義
務

教
育
化
し
て
い
る
高
校
教
育
だ
が
、
少

子
化
の
甚
大
な
影
響
を
受
け
、
再
編
・

統
合
が
進
む
。
30
年
前
に
比
べ
て
学
校

数
は
6
7
9
校
も
減
少
し
、
生
徒
数
は

ほ
ぼ
半
減
【
図
表
1
】。
6
割
強
の
基

礎
自
治
体
に
は
、
公
立
高
校
が
1
校
以

下
し
か
な
い
【
図
表
2
】。
高
校
の
7

割
を
占
め
る
公
立
校
に
つ
い
て
は
、

2
0
2
4
年
度
末
に
は
定
員
割
れ
や
深

刻
な
倍
率
低
下
の
報
道
が
相
次
い
だ
。

　【図
表
３
①
〜
④
】
に
、
複
数
の
都

道
府
県
の
公
立
高
校
の
定
員
や
募
集
状

況
の
推
移
を
示
し
た
。
大
阪
府
は
約
10

年
前
と
比
べ
て
公
立
高
校
の
志
願
者
数

は
半
減
し
、
入
学
定
員
は
8
割
ま
で
減

少
。
一
方
で
私
立
高
校
の
志
願
者
数
は

84
%
、
入
学
定
員
は
97
％
と
微
減
に
収

ま
っ
て
い
る
【
図
表
3
①
】。
東
京
都

で
は
、
都
立
高
校
の
定
員
割
れ
校
数
が

4
分
の
1
に
達
し
た
【
図
表
3
②
】。

　地
方
に
目
を
向
け
る
と
、
熊
本
県
は

熊
本
市
内
の
高
校
に
進
学
が
集
中
し
、

市
外
の
公
立
高
校
は
苦
境
に
立
た
さ
れ

文／鈴木康介
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＊1 「募集校数」とは、科ごとの募集単位。東京都では2023年度までは男女別募集でカウントしていたため、それをやめた2024年度からは分母が半分になっている

高
校
の
定
員
と
教
育

定
員
割
れ
、規
模
縮
小
に

あ
え
ぐ
公
立
高
校

大
学
よ
り
一
足
先
に
少
子
化
の
影
響
を
受
け
る
高
校
。

定
員
や
施
策
、改
革
の
現
状
や
高
校
生
の
志
向
を
、

大
学
の「
定
員
」と「
教
育
」を
考
え
る
材
料
と
し
た
い
。

R
E
P
O
R
T
 

３
　

【図表1】全日制・定時制高校等の学校数と生徒数の推移

【図表3①】 大阪府の高校における定員等の推移

【図表3③】熊本県立高校の
定員充足率の推移

【図表3②】都立全日制高校の
定員割れ校数と割合

【図表2】公立高等学校の立地が
０ないし１である市区町村の割合

【図表4】高校の学校規模の変化

【図表6】授業料無償化と高校選択（大阪府）【図表7】入学した私立高校を選んだ理由（大阪府）

【図表8】各都道府県の今後の高校再編・統合や教育施策の例

【図表5】国や自治体の高校生向け就学支援制度

北海道
青森県
岩手県
宮城県
秋田県
山形県
福島県
茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県
千葉県

84
80
64
66
68
80
81
46
56
66
57
52

授業料無償化制度（授業料支援補助金）が、私立高校への
進学にどの程度影響しましたか

高校配置の現状

都道府県 割合

＊文部科学省「高等学校教育の在り方ワーキンググループ審議まとめ参考資料集」よりBetween編集部にてまとめ

＊大阪府実施の学校基本調査結果よりBetween編集部にてまとめ 
＊株式会社進学研究会提供のデータをもとに東京個別指導学院が作成
※定員割れ校数は一般最終応募時のもの

＊熊本県教育庁県立学校教育局高校教育課
「県立高校の現状と課題等について」＊各県の資料を基にBetween編集部にてまとめ

＊大阪府教育庁「令和５年度私立高校新入生の保護者を対象とした高校選択満足度調査」（大阪府民のみ）＊大阪府教育庁「令和５年度私立高校新入生の保護者を対象とした高校選択満足度調査」

＊文部科学省「高等学校教育の在り方ワーキンググループ審議まとめ参考資料集」より
Between編集部にて加工＊文部科学省資料等よりBetween編集部にてまとめ

＊富山県教育委員会「令和の魅力と活力ある県立高校のあり方に関する報告書」（2023年5月）
※全日制高校数は1学年を募集している学校数　※中学校卒業予定者数の算出について、20０８年から2031年は学校
基本調査(各年5月1日)を基にした生徒数。2032年から2036年は県の人口移動調査(2021年10月1日)に基づく推定値
※2024年以降の平均学級数(学級数÷学校数)は、公私比率を70.8％と仮定し、学校数を34校で維持した場合の見込み 

北海道

群馬県

熊本県

富山県

▶ピーク時に比べ、2031年には中学卒業者数は4割
まで減少予測。高校がない市町村は3割（2022年）
▶1学年の学級数が3学級以下の高校が過半数（2022
年）

▶第1学年が3学級以下は再編整備対象へ
▶第1学年2学級以下は順次再編整備
▶第1学年1学級で在籍者数が20人未満は再編整備
▶市町村から要望があれば、道立から市町村立へ移管等

▶生徒の学習ニーズに合わせた高校配置
▶地域創生に向けた高校魅力化
▶遠隔授業配信センターからの生徒の多様なニー
ズに応じた遠隔授業の実施等

▶学際科学的な学びや探究的な学びに取り組む学
科やコースの設置
▶小規模校はICTの活用等による高校教育の質の
維持・向上を図りながら、特色化を推進等

▶社会や地域のニーズに応じた魅力ある学校づくり
に集中的に取り組む

▶社会の変化、大学の変化（入試の多様化）、生徒の
変化（興味・関心、進路希望の多様化、多様な教育
ニーズへの対応）のもと、全県立高校を再構築。「新時
代とやまハイスクール構想」に伴う学科・コースの改編

▶本県で十分な高校教育を受けられるよう、公立と私
立とで協調して受入体制を整備
▶1学年4から8学級を下回る学校は統合等で規模を適正化
▶各地区に中核となる普通科整備
▶職業系専門学科の拠点校整備、農・工の学級定員引き下げ等

▶2007年から2018年の再編整備計画では1学年4
学級下限を念頭に高校数を11校減
▶2021年からは中学校卒業予定者が2027年まで下
げ止まりが続くことから新たな再編統合は行わず、高校
の魅力化と合わせて学級減

▶目指す姿から逆算的に配置を考え、2038年度ごろ
には、現34校を20校程度に
▶公私比率を撤廃し、競争力を高め、県内の高校教
育への需要を確保

▶中学校卒業者は2020年～2031年にかけて
3,000人以上減少し、公立高校学級数は全県で50学
級以上の減見込み

▶熊本市以外の中学卒業予定者数減少の加速
（2038年は2007年に比べ半減）
▶県立高校50校中39校で定員割れ（定員充足率
78.6%)
▶熊本市への流出（市内充足率97.6%、市外充足率68.3%）

▶ピーク時（1988年）に比べ2018年には中学卒業予定
者数は半減、定員割れを起こす学校も。2度にわたり県立
高校の再編統合を実施し高校数はピーク時の7割強に
▶学級減による小規模校の増加

2021年

6000

5000

4000

3000

2000

1000

0

5600

5400

5200

5000

4800

4600

4400

2001年

3学級以下
4～6学級

4.0

1.2

6.9

6.0 17.4 26.7 29.2 17.3

21.3 33.5 26.9 7.0

7～12学級 13～18学級 19～24学級 25～30学級　
31学級以上

0.2

2.0

全体

年収
590万円
未満世帯

年収590
～800万円
未満世帯

年収800
～910万円
未満世帯

大いに影響した ある程度影響した 影響しなかった

（%）

（%）

（%）

（年度）

（年度）

（%）

50.4 23.1 26.5

71.0 21.3 7.7

47.7 30.9 21.4

22.4 28.6 49.0

決定的な
理由になった

ある程度
理由になった

あまり理由に
ならなかった

まったく理由に
ならなかった

教員の授業力が高いこと

生徒指導が充実していること

校風があっていること
公立高校にはみられない独自の
建学の精神があること
自宅からの通学の便がよいこと

施設設備が充実していること

基礎学力が身につく教育を行っていること

希望する学科やコースがあること

進学（就職）に実績があること

10.4 43.3 34.9 11.4

23.3

6.819.444.129.7

16.0 56.1 20.6 7.3

51.5 17.7 7.5

20.9 50.9 20.5 7.7

29.7 40.2 16.9 13.2

17.2 45.0 26.2 11.6

13.9 45.3 28.8 12.0

12.5 44.6 30.2 12.7

<例＞
東京都：所得制限撤廃、都授業料平均額を上限に支援額引き上げ（48.4万円）
大阪府：所得制限撤廃、支援額引き上げ（63万円）　等

自治体

国
・所得制限なしで、年間11万8800円の就学支援金交付
・年収590万円未満世帯対象の私立高校授業料実質無償化
※2026年4月から私立高校就学支援金の所得制限撤廃、45万7000円に引き上げ

1988 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2024

東京都
神奈川県
新潟県
富山県
石川県
福井県
山梨県
長野県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県

32
52
47
53
63
65
78
81
67
51
50
69

都道府県 割合
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
奈良県
和歌山県
鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県
徳島県

37
50
49
32
77
73
79
53
63
39
47
67

都道府県 割合
香川県
愛媛県
高知県
福岡県
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県
鹿児島県
沖縄県
全国

65
50
79
70
55
38
80
56
73
67
71
64

都道府県 割合 学校数

生徒数

公立高校 私立高校
年度
2015
2016
2017
2018
2019
2020
2021
2022
2023
2024
初年度比

年度 定員割れ校数 募集校数 割合 
2015
2016
2017
2018
2019
2020
2021
2022
2023
2024

17
18
8
46
76
64
90
106
92
64

358
358
358
355
355
359
362
362
362
252

4.7%
5.0%
2.2%
13.0%
21.4%
17.8%
24.9%
29.3%
25.4%
25.4%

49083
48244
46858
44946
43463
42362
39781
39553
39582
39360
80%

76160
55639
54433
51633
48648
46554
42402
42889
43175
40540
53%

46927
46274
45135
43292
41264
39882
36457
36800
36789
36756
78%

34937
35679
35005
35098
34955
35236
38375
36125
35948
34037
97%

83350
82964
81899
78042
77369
75751
71807
71713
67922
69609
84%

32553
32217
32320
31575
31065
31249
31351
30583
29921
29868
92%

入学定員 志願者数 入学者数 入学定員 志願者数 入学者数

110

100

90

80

70

60
2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

● ● ●
●

●

● ●

●
●● ● ●

●
●

● ●

●
●

●
● ● ●

●
●

●

●
●

熊本市内

全体

熊本市外 

100.4 101.4 101.0 101.0
97.3 95.8

97.3
100.4

97.6

77.5 76.3 75.5
71.1

69.0

63.2 64.0

71.1
68.3

85.1 84.7 84.2
81.3

78.7
75.5

81.3
78.6

（千人） （校）

再編整備の方針 教育施策 【図表3④】富山県立高校（全日制）の
学校数と平均学級数の推移
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19861988

中卒予定者数（人） 平均学級数

中学校卒業予定者数

46校 45校
（1986～1994） （1995～2000）

43校
（２００１～2009）

38校
（2010～2019） 34校（2020～2023）

全日制高校数
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は
ど
う
だ
ろ
う
か
。
P
．23
に
は
、
東

京
大
学
と
ベ
ネ
ッ
セ
教
育
総
合
研
究
所

に
よ
る
、高
３
生
対
象
の
調
査
結
果
を
、

入
学
す
る
大
学
・
短
大
の
偏
差
値
・
利

用
入
試
方
式
別
に
ま
と
め
て
い
る
。
ま

ず
、
勉
強
時
間
に
つ
い
て
は
、
宿
題
以

外
の
勉
強
を
す
る
時
間
は
、
経
年
で
見

る
と
減
少
傾
向
に
あ
る
。
2
0
2
4
年

時
点
で
は
、「
全
く
し
な
い
」
生
徒
は

3
割
に
上
る
【
図
表
14
】。
一
般
入
試

に
比
べ
、
年
内
入
試
利
用
者
の
勉
強
時

間
は
明
ら
か
に
少
な
い
た
め
、
年
内
入

試
で
の
入
学
者
向
け
に
は
、
学
習
習
慣

が
十
分
で
な
い
可
能
性
も
考
慮
し
た
、

入
学
前
教
育
や
初
年
次
教
育
の
設
計
を

す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
よ
う
。

　一
方
で
、
年
内
入
試
利
用
者
の
ほ
う

が
多
様
な
学
び
の
経
験
率
が
高
い
傾
向

が
あ
る
。
特
に
、
協
働
的
な
学
び
や
、

大
学
の
学
び
に
触
れ
て
い
る
割
合
が
多

い【
図
表
15
】。
こ
う
し
た
経
験
も
あ
っ

て
か
、
年
内
入
試
利
用
者
に
は
、
自
身

の
高
校
で
の
活
動
と
大
学
の
中
身
が

マ
ッ
チ
す
る
進
学
先
を
選
ぶ
生
徒
が
多

い
。「
偏
差
値
54
以
下
の
生
徒
」
は
、

偏
差
値
や
大
学
名
に
は
あ
ま
り
こ
だ

わ
っ
て
は
い
な
い
【
図
表
16
・
17
】。

実
際
、「
偏
差
値
50
以
下
の
大
学
で
も
、

ほ
と
ん
ど
の
学
問
は
学
べ
る
。
生
徒
に

は
マ
ッ
チ
ン
グ
を
重
視
し
て
進
学
先
を

選
ぶ
よ
う
指
導
し
て
い
る
」（
佼
成
学

園
女
子
中
学
・
高
校
西
村
教
頭
）
と
い

う
高
校
も
あ
る
。
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＊１ 現在、多くの都道府県では、公立高校は一人一校しか出願できない「単願制」を導入している
＊2 回答者が入学する大学・短大の入学難易度

　高
校
の
3
割
を
占
め
る
私
立
高
校
の

募
集
状
況
は
ど
う
か
。10
年
前
と
比
べ
、

志
願
者
数
、
志
願
倍
率
、
入
学
定
員
、

入
学
定
員
充
足
率
の
い
ず
れ
も
減
少
し

て
い
る
が
、
そ
の
幅
は
わ
ず
か
だ
【
図

表
９
、
10
、
11
】。
た
だ
し
、
女
子
校

に
限
っ
て
は
、
充
足
率
は
10
年
前
か
ら

60
%
台
だ
【
図
表
12
】。
こ
の
よ
う
に
、

公
立
高
校
と
比
べ
る
と
、
私
立
高
校
の

状
況
変
化
は
穏
や
か
だ
。

　そ
の
一
因
と
な
っ
て
い
る
の
が
、
入

学
定
員
の
公
私
比
率
だ
。
多
く
の
都
道

府
県
で
は
、
生
徒
の
多
様
な
進
学
先
確

保
の
た
め
に
、
公
立
高
校
と
私
立
高
校

が
協
議
し
て
定
員
の
比
率
を
定
め
て
い

る
。【
図
表
13
】
は
富
山
県
が
各
県
の

状
況
を
調
査
し
た
結
果
だ
。
4
割
強
の

都
道
府
県
が
公
私
比
率
を
定
め
て
お

り
、
私
立
に
全
定
員
の
30
％
超
を
割
り

振
る
自
治
体
も
少
な
く
な
い
。
 なお
、

富
山
県
で
は
生
徒
減
と
県
外
進
学
者
の

増
加
か
ら
、
2
0
2
6
年
度
か
ら
公
私

比
率
を
撤
廃
、
県
内
各
校
の
教
育
の
魅

力
を
向
上
し
、
競
争
力
を
高
め
て
い
く

と
い
う
【
P
．21
図
表
8
】。
 ま
た
、

現
在
、政
府
は
公
立
高
校
受
験
へ
の「
併

願
制
」
の
導
入
を
検
討
し
て
お
り
、
私

立
の
募
集
環
境
は
予
断
を
許
さ
な
い
。

　こ
の
よ
う
な
高
校
の
変
化
の
中
、
高

校
生
の
学
習
状
況
や
進
路
選
び
の
傾
向

私
立
校
の
募
集
状
況
は

公
立
よ
り
穏
や
か
に
変
化

【図表11】入学定員充足率の分布推移【図表12】男子校・女子校・共学校別入学定員充足率の推移

【図表13】公私比率（県立・私立高校の入学定員割合）の設定状況

＊【図表9、10、11、12】は日本私立学校振興・共済事業団「令和6（2024）年度私立高等学校入学志願動向」よりBetween編集部にて一部加工

＊富山県「公私比率（県立・私立高校の入学定員割合）について」

設定県に
おける
比率の状況 
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【図表10】私立高校の入学定員等と入学定員充足率の推移
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【図表9】私立高校の志願者数等と志願倍率の推移
（千人）
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学
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者
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【図表14】勉強時間は減少傾向、入試方式で大きな差あり～宿題以外の1日の勉強時間（※学習塾の時間を含む）

高校生の学びと進学行動の状況～「高校生活と進路に関する調査2024」より

【図表15】年内入試利用者のほうがさまざまな学びの経験率が高い傾向に～高校での学びの経験（2024年）

【図表16】偏差値54以下・年内入試利用者は偏差値より大学の中身重視～進路決定の参考にしたこと（2024年）

【図表17】偏差値54以下・年内入試利用者は「大学名にこだわりない」～大学受験に対する意識（2024年）

課題を解決するために
グループで話し合う

入試よりも高校での
活動を評価すべきだ

もう少し難しい大学に
挑戦したかった

入試では学力だけでなく
多様な能力を評価すべきだ

入試制度が複雑で
わかりにくい

大学名にはあまり
こだわらなかった

資格や免許が
取れること 建学の理念や校風 大学・学校の偏差値が

高いこと
部活動やサークル活動
での経験

自分で探究する問題の
問いを立てる

学習の成果をレポートや
論文にまとめる

大学の学びに触れる
（模擬授業、大学訪問など）

課題を解決するための
情報を集める

（分）

（％）

一般入試

年内入試

一般入試

年内入試

＊東京大学社会科学研究所・ベネッセ教育総合研究所「高校生活と進路に関する調査2024」
※高校3年生を対象に、調査年の3～4月に実施。2018年度の回答数は975、2021年度は991、2024年度は717。
※偏差値・利用入試方式別分析は、2024年４月から「四年制大学」もしくは「短期大学」に進学し、進学先の偏差値（自己評価）および入試方式を回答した391名を対象に分析したもの。偏差値
は、「おおむね偏差値65以上」「おおむね偏差値55～64」を選択した人を「偏差値55以上」とし、「おおむね偏差値45～54」「おおむね偏差値44以下」を選択した人を「偏差値54以下」としてい
る。「わからない」を選択した人は分析から除外。　
※入試方式は「一般入試（大学入学共通テストの利用を含む）」を選択した人を「一般入試」とし、「一般推薦」「指定校推薦」「ＡＯ入試（総合型選抜）」「附属校からの進学」を選択した人を「年内
入試」としている。
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●「自己を理解し、自己決定・自己調整ができる力」の育成
●「自ら問いを立て、多様な他者と協働しつつ、その問に対する自分なりの答えを導き出し、行動することのできる力」の育成
●「自己の在り方生き方を考え、当事者として社会に主体的に参画する力」の育成
●義務教育において修得すべき資質・能力の確実な育成など、「知・徳・体のバランスのとれた土台」の形成

●地理的状況や各学校・課程・学科の枠にかかわらず、いずれの高校においても多様な学習ニーズに対応し、
  潜在的なニーズに応える柔軟で質の高い学びを実現
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＊ 育成を目指す資質・能力に関する方針（グラデュエーション・ポリシー）、教育課程の編成及び実施に関する方針（カリキュラム・ポリシー）、入学者の受け入れに関する方針（アドミッション・ポリシー）

を
同
時
に
進
め
る
必
要
性
が
強
調
さ
れ

て
い
る
【
図
表
20
】。

　　こ
れ
ら
2
つ
を
進
め
る
た
め
の
具
体

的
な
課
題
と
し
て
、「
少
子
化
が
加
速

す
る
地
域
に
お
け
る
高
等
学
校
教
育
の

在
り
方
」「
全
日
制
・
定
時
制
・
通
信

制
の
望
ま
し
い
在
り
方
」「
社
会
に
開

か
れ
た
教
育
課
程
の
実
現
、
探
究
・
文

理
横
断
・
実
践
的
な
学
び
の
推
進
」
の

3
つ
が
提
示
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
ら
の

課
題
解
決
に
は
、
教
育
リ
ソ
ー
ス
が
限

ら
れ
る
高
校
だ
け
で
は
難
し
く
、
高
大

連
携
に
よ
る
解
決
が
望
ま
れ
て
い
る
。

こ
れ
か
ら
の
社
会
を
担
う
人
材
育
成

を
、
高
大
が
連
携
し
て
進
め
る
こ
と
が

重
要
で
は
な
い
か
。

　各
高
校
の
教
育
内
容
や
3
つ
の
方
針

の
差
別
化
・
多
様
化
が
進
め
ば
、
大
学

も
自
学
の
特
色
に
合
わ
せ
た
連
携
先
を

見
つ
け
や
す
く
な
る
だ
ろ
う
。
そ
の
た

め
に
も
、
大
学
は
こ
う
し
た
高
校
教
育

の
動
向
、
特
に
多
様
化
へ
の
対
応
に
か

か
る
高
校
の
特
色
化
に
注
意
を
払
い
、

自
学
の
教
育
の
見
直
し
や
改
革
へ
と
生

か
し
て
い
き
た
い
。

　上
記
に
は
、
塾
で
の
指
導
や
生
徒
の

変
化
に
つ
い
て
、
P
．26
か
ら
は
、
高

校
で
の
教
育
改
革
に
つ
い
て
、
取
材
結

果
を
ま
と
め
た
。
参
考
に
さ
れ
た
い
。

　高
校
の
こ
れ
か
ら
に
関
す
る
文
科
行

政
を
解
説
す
る
。
近
年
は
、
大
学
と
同

様
に
さ
ま
ざ
ま
な
制
度
改
革
が
実
施
さ

れ
て
い
る
【
図
表
18
】。
2
0
2
1
年

に
は
各
高
等
学
校
の
特
色
化
・
魅
力
化
、

お
よ
び
普
通
科
改
革
の
た
め
に
、
高
等

学
校
設
置
基
準
等
の
一
部
を
改
正
【
図

表
19
】。
大
学
同
様
、
3
つ
の
方
針
の

策
定
・
公
表
が
義
務
付
け
ら
れ
た
ほ
か
、

普
通
科
相
当
と
し
て
特
色
あ
る
学
科
を

編
成
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
。
P
．26

で
紹
介
す
る
京
都
市
立
開
建
高
校
ル
ミ

ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
科
や
熊
本
市
立
必
由
館

高
校
文
理
総
合
探
究
科
な
ど
は
こ
の
枠

組
み
の
も
と
で
設
置
さ
れ
た
学
科
で
あ

り
、
地
域
社
会
や
大
学
と
連
携
し
た
教

育
を
特
色
と
し
て
い
る
。

　2
0
2
5
年
2
月
に
は
、
中
教
審
か

ら
「
高
等
学
校
教
育
の
在
り
方
ワ
ー
キ

ン
グ
グ
ル
ー
プ
審
議
ま
と
め
」
が
出
さ

れ
た
。
本
ま
と
め
で
は
、
高
校
進
学
率

の
向
上
に
よ
り
高
校
生
の
入
学
動
機
や

進
路
希
望
、
学
習
経
験
、
学
習
意
欲
、

生
活
環
境
等
が
多
様
化
し
て
い
る
こ
と

を
背
景
に
、
生
徒
一
人
ひ
と
り
の
個
性

や
実
情
に
応
じ
て
多
様
な
可
能
性
を
伸

ば
す
「
多
様
性
へ
の
対
応
」、
お
よ
び

全
て
の
生
徒
が
社
会
で
生
き
て
い
く
た

め
の
資
質
・
能
力
を
共
通
し
て
身
に
付

け
ら
れ
る
よ
う
、「
共
通
性
の
確
保
」

文
科
省
は
高
校
の

特
色
化
・
魅
力
化
を
推
進

各
校
の
特
色
を
見
据
え
た

高
大
連
携
が
望
ま
れ
る

【図表18】高校に関する近年の主な制度改革 【図表19】高校の特色化、普通科改革へ
～新しい時代の高等学校教育の実現に向けた制度改正等について

Ⅰ．これからの高等学校の在り方に係る基本的な考え方

Ⅱ．各論点に対する現状・課題認識と具体的方策

小規模校の教育条件の改善に向けて 生徒の多様な学習ニーズに応える柔軟で質の高い学びの実現に向けて 全ての生徒の学びの充実に向けて

【図表20】高等学校教育の在り方ワーキンググループ審議まとめ概要

各高等学校
の特色化・
魅力化

高校教育の実態が地域・学校により非常に多様な状況にあるため、質の確保・
向上に向けて、「多様性への対応」と「共通性の確保」を併せて進める必要

主な手段の凡例 通知等　　予算事業　　調査　　その他取組

多様性への対応

共通性の確保

普通科改革
（普通教育を
主とする学科
の弾力化）

＊文部科学省「高等学校改革の動向」(赤字は文部科学省によるもの） ＊文部科学省「高等学校改革の動向」

＊文部科学省「高等学校教育の在り方ワーキンググループ 審議まとめ概要」（2025年2月）

▶各高等学校に期待される社会的役割等の再定義：各高等学校
に期待される社会的役割等（いわゆるスクール・ミッション）を再定義
▶高等学校における「三つの方針」の策定・公表：
(a)育成を目指す資質・能力に関する方針
(b)教育課程の編成及び実施に関する方針
(c)入学者の受け入れに関する方針
▶高等学校と関係機関等との連携協力体制の整備：教育や運営
で関係機関等との連携協力体制の整備に努める

▶普通教育を主とする学科として、普通科以外の学科を設置可能
▶各学科の特色等に応じた学校設定教科・科目を設け、２単位以
上を全ての生徒に履修させるなどして教育課程を編成する
▶学際領域に関する学科及び地域社会に関する学科については
以下のとおりとする
(a)学際領域に関する学科については大学等との連携協力体制を整備するものとする
(b)地域社会に関する学科については地域の行政機関等との連携
協力体制を整備するものとする
(c)上記２学科は、関係機関等との連絡調整を行う職員の配置その
他の措置を講じるよう努めるものとする

に取り組むこと
が特に重要

教科・科目充実型の遠隔授業、全日制・定時制課程
における通信教育の活用、学校間連携等の推進に
よる学びの機会の充実に関する実証研究の実施
配信センターの体制・環境整備、学校間連携等の促進
スクール・ミッション、スクール・ポリシー等を踏まえた学
校教育活動の実施・改善、学校の特色化・魅力化
都道府県と市町村の連携・協力による学校運営
地域や学校を越えた生徒同士の学びのネットワークの構築
コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）の導入
等による学校と地域社会の連携・協働の推進
学校における働き方改革の推進、コーディネーター等
の配置支援

定時制・通信制課程における優良事例の創出等
広域通信制の設置認可等に関する状況の把握等
通信制課程に係る情報公表や制度等に係る情報発信
不登校生徒に対する継続的な実態調査
SC・SSWの配置充実、心理・福祉分野に強みや専門性を有する教師の育成等
公立通信制高校等の機能強化等
高校における特別支援教育の充実に向けた体制整備
外国につながる生徒の受入れに向けた体制整備

普通科改革の促進、コーディネーターの配置支援を通じた探
究・文理横断・実践的な学びの推進
グローバル人材育成に資する拠点校の整備、留学をはじめ
国際交流の促進、理数系教育の更なる充実
産業界等と専門高校の連携・協働の強化、専門高校を拠点とし
た地域人材の育成・地方創生の支援、専門高校の魅力の発信
DXハイスクール事業の更なる推進
学習指導要領の理解や着実な実施、定着
学校における働き方改革の推進、教職員の配置を含む高校の指導体制の充実
教師の資質・能力の向上のためのオンライン研修コンテンツ
の開発支援、探究型の研修の開発・普及
大学入学者選抜を含む高大接続改革の推進
教育費の負担軽減

自宅等からの同時双方向型の遠隔授業や通信教育の活用に
関する実証研究、モデル事例の創出
履修・修得の柔軟な認定の促進
学びの多様化学校や校内教育支援センターの設置促進
不登校経験が不利益に扱われない高校入学者選抜 等

不登校生徒の学習機会の確保

少子化が加速する地域における
高等学校教育の在り方

●少子化の影響により多くの地域で統廃合が進行。
  今後も15歳人口の減少は一層加速。
  小規模校の教育条件の改善が必要。
●生徒が行きたいと思える学校づくり、特色化・魅力化が必要。

●不登校児童生徒数が義務教育段階を中心に増大。
  高校段階では通信制の生徒数が近年急増。
●全日制・定時制・通信制いずれの課程にあっても、柔軟で質の
  高い学びを保障していくことが必要。

●高校生の3割が家や塾で学習を「しない」と回答。
●授業の満足度・理解度は学年が上がるとともに低下。
●多くの高校で文理のコース分けがなされ、特定の教科を
  十分に学習しない傾向。

1 全日制・定時制・通信制の望ましい在り方2 社会に開かれた教育課程、
探究・文理横断・実践的な学びの推進3

単位制高等学校の導入（定時制・通信制）
定時制・通信制高校の修業年限の弾力化（４年以上→３年以上）
単位制高等学校の全日制への拡大　学校間連携、学校外学修（専修学校、技能審査）の単位認定の導入
総合学科（普通教育・専門教育の選択履修を総合的に行う学科）の導入
学校外学修の単位認定対象範囲の拡大（大学、高専、ボランティア等）
中高一貫教育制度の導入（中等教育学校の創設等）
高等学校設置基準の全部改正
学校外学修等の認定可能単位数の拡大（20→36単位）
外国の高等学校における履修単位の認定可能単位数の拡大（30→36単位）

指定都市立高等学校の設置認可の廃止（事前届出制）
全日制・定時制課程の高等学校における遠隔教育の制度化
高等学校専攻科修了者の大学への編入学制度の創設
通信制高校の面接指導等実施施設に関する事項を学則記載事項に追加
「普通教育を主とする学科」の弾力化、高等学校通信教育の質保証

年 概要

中高一貫教育校に係る教育課程の基準の特例を拡充（中学校段階における指導内容の移行、高
等学校段階（普通科）における「学校設定教科・科目」の単位数上限の緩和（20→36単位まで））

全日制・定時制課程における不登校生徒等向けの通信教育や自宅等からの遠隔授業の制度
化、遠隔授業の運用弾力化（一定の要件の下、受信側教室に職員を配置することが可能）
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1985年創業の小・中・高校生向け個
別指導塾。東京、神奈川、埼玉、千
葉、愛知、京都、大阪、兵庫、福岡に
て272校。塾生は約3.2万人。

――近年の塾市場の動向は？
　少子化の中でも、塾市場は伸びています。育てる子どもの数が
少ない分、1人当たりの教育費が右肩上がりだからです。「わが子
に合った」指導を求め、個別指導塾を選ぶ保護者様が増えていま
す。また、今まで偏差値上位大学をめざしていたような学力中間層
の生徒様が、偏差値中堅の大学に進学するようになりました。入
試の変化により受験勉強をがんばる必要性が低下しているため、
学習意欲や学力の低下を懸念しています。教育のDX化が進み、
個別最適な学習が推奨されていますが、デジタル教材を使いこな
して、学習効果を出せるのは、自学自習の習慣を持つ学力のある
層です。学習習慣があまりない層は、人が寄り添わないと勉強に
向かえないため、当塾のような個別指導塾にいらっしゃるようです。

――入塾生の昨今の変化は？
　当塾は生徒様、保護者様も参加してカリキュラムを作成するの
が特長です。以前は日々の授業の学習支援が中心でしたが、今は
大学受験のために入塾する生徒様が増えているため、高1のとき
から受験情報を提供し、面談を行います。画一的な情報提供では
なく、学部の特徴なども時間をかけて丁寧に説明し、大学見学のご
案内をすることもあります。入試が、保護者様世代のものとは大き
く様変わりしており、特に都市部の大学は選択肢が多いため、エビ
デンスに基づいた入試情報の提供が求められています。生徒様の
年齢的に親子の対話が難しいご家庭もあるため、両者の間に立
ち、互いの希望や意向をくみ取った指導にも努めています。

――年内入試の拡大による変化は？
　高3から駆け込みで入塾したり、指定校推薦や内部進学対策
用に塾を利用したりする生徒様は増えています。一般選抜で合格

しやすくなったとしても、このトレンドは続くでしょう。通塾生の中に
は上位大学に合格できる生徒様でも、中堅大学に年内入試で合
格すれば入学します。保護者様も無理に上位大学を受けさせない
し、中には上位大学受験を止める保護者様もいます。偏差値とい
う縦軸だけではなく、大学の特色という横軸でも大学選びをするよ
うになってきたからでしょう。この動きは私立中学・高校受験ですで
におきており、「理系女子特化」「アントレプレナーシップ教育」な
ど、自校の教育の特長を募集広報で打ち出しています。その流れ
が、大学に波及しているのです。年内入試では志望理由を書くた
め、生徒様は大学の中身を調べます。大学側も、オープンキャンパ
スなどで教員や学生と話せる機会を設けています。そうした体験を
通じ、自分がそこに通い、やっていけそうだというイメージがつけば、
偏差値にとらわれず志望する生徒様もいます。
　一方で、年内入試といってもさまざまです。東北大学のように高
い学力を持ち、さらにアクティブで主体性のある学生を年内入試で
選抜する大学もあれば、学力不問の年内入試もあります。関西エ
リアの私大はシンプルな学力試験が中心で、大学も高校も受験
生もお互いメリットがあるようです。批判を受けた東洋大学の学力
検査型の学校推薦型選抜は、大学のポジションからすると難しい
かじ取りの中で、合理的な選択でしょう。同大学は数学重視の一
般選抜を長年続けており、学力担保へのポリシーが感じられます。

――大学の塾に対するコミュニケーションについての期待は？
　講師である学生を通じて難関大学の様子はわかる一方で、中
堅大学については知る機会が少ないのが実情です。その意味で
も、塾向けの説明会はキャンパス内での実施を希望します。実際
の学生の姿や施設の様子など、リアルな情報があれば、その大
学を勧めるときの説得力が増すからです。また、入試変更点の説
明と併せて「変更の背景にある大学の考え方」を伝えていただき
たい。年内入試で学力試験を課すのであればその理由を、課さな
いのであれば学力をどのように育成するのかについて知りたいで
す。生徒様にマッチする大学を勧めるためにも、これまで以上に
大学とは連携し、情報交換をしたいと思っています。

東京個別指導学院
関西個別指導学院

塾に聞く！

――大学選びは偏差値軸から多様な特色軸へ。年内入試対策の入塾生も増加中。

少子化による生徒の変化と
塾での指導への影響は？

教務・サービス開発部
進路指導センター開発課 石川 満 氏 西日本事業部長 奥山 亨 氏
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特集  「定員」と「教育」
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